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2018年10月4日（木）
ソフトバンク・トヨタ自動車による合同記者会見
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会社名 MONET Technologies株式会社

本社所在地 東京都千代田区丸の内三丁目3番1号

設立 2018年9月28日（2019年1月23日合弁会社化）

役員

代表取締役社長兼 CEO 宮川潤一
代表取締役副社長兼 COO 柴尾嘉秀
取締役 山本圭司
取締役 湧川隆次

資本金等 50億円※1

株主構成※2

ソフトバンク株式会社:37.3%、トヨタ自動車株式会社:37.0%
日野自動車株式会社:10.0%、本田技研工業株式会社:10.0%
いすゞ自動車株式会社:1.1%、スズキ株式会社:1.1%、
株式会社SUBARU:1.1%、ダイハツ工業株式会社:1.1%、
マツダ株式会社:1.1%

事業内容
1. オンデマンドモビリティサービス
2. データ解析サービス
3. Autono-MaaS事業※3

モビリティサービスの共創
クルマや人の移動などに関するさまざまなデータを活用して需要と供給を最適化し

移動における社会課題の解決や新たな価値創造を可能にする未来のMaaS事業を行う

※1,資本準備金を含む※2,小数点第2位以下は四捨五入
※3,“Autono-MaaS”とは、Autonomous Vehicle（自動運転車）とMaaS（Mobility-as-a-Serviceモビリティサービス）を融合させたトヨタによる自動運転車を利用したモビリティサービスを示す造語
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MONETの目指す社会

地域活性化

新たなモビリティサービスの創出交通弱者／買い物困難者／地方交通の課題

課題解決

日常生活に欠かせない買い物や通院など、移動を便利にするだけでなく、

これまでなかった新しいモビリティの価値を生み出し、

人々のより豊かで快適な暮らしを実現する。
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自治体との取り組み実績推移 2021年12月末現在

2019年3月

連携数 17

導入数 3

2020年3月

連携数 57

導入数 19

2021年3月

連携数 101

導入数 35

連携数 107
導入数 40

順次全国各地へ拡大中
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2019年3月 2019年12月 2021年1月 2021年3月

MONET設立から昨年度までの取り組み

2021年1月

横浜市・豊田市・福山市 伊那市 いわき市富岡市 東広島市

市内一部
デマンド

医療
MaaS

市内全域
デマンド

行政
MaaS

自動運転



今年度
導入事例
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自治体様連携令和3年度スマートシティ関連合同公募採択事業

3地区（仙台市、さいたま市、三重県6町）で事業に参画

宮城県仙台市

埼玉県さいたま市

三重県6町連携※

経産省事業

経産省事業

国交省事業

福祉送迎の共同化と
オンデマンド相乗りの重ね掛け

モビリティを活用した
広域医療サービスの展開

郊外住宅地におけるAIオンデマンド交通サービス
の地域連携民間実装モデル（美園地区）

※大台町、多気町、明和町、度会町、大紀町、紀北町
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自治体様連携宮城県仙台市

福祉事業者の送迎用の車両を活用し
「送迎の共同化」と「オンデマンド相乗り」を統合して提供

■事業全体の概要

福祉事業者 車両
（共同利用/共同運行）

A社運営
福祉事業施設

B社運営
福祉事業施設自宅①

自宅②

自宅③
自宅④

自宅⑤

駅など

商業施設 商業施設

予約/配車 車両管理
クラウドシステム

参画事業者

幹事企業
MONET Technologies（株）

（株）エムダブルエス日高

（株）ゆらリズム

（株）エムズ

複数の福祉事業者の車両をシェアし、
且つシステムを活用した効率的な配車を実現

経産省事業
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自治体様連携埼玉県さいたま市

参画事業者（浦和美園事業のみ）

幹事企業
（一社）美園タウンマネジメント

（株）つばめタクシー

MONET Technologies（株）

KPMGコンサルティング（株）

さいたま市

浦和美園地区での市民ニーズを踏まえたAIオンデマンド交通サービス
周辺店舗のクーポン連携や地域ポイントとの連携も実施

国交省事業

オンデマンド＋クーポン連携等
も実施
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自治体様連携三重県6町連携

参画事業者

幹事企業
（株）MRT

MONET Technologies（株）

大日本印刷（株）

（株）オリエンタルコンサルタンツ

三重6町
（大台町、多気町、明和町、度会町、大紀町、紀北町）

域内の保健課及び診療所

経産省事業

マルチタスク車両を活用した「オンデマンド医療MaaS」を広域6町に展開

マルチタスク車両を診療・健康指導・受診勧奨など多目的に活用
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